









社 会 科教育 と教 育権 独 立 論 (I)
社会科教育教室 細














ぬというにある。この意味での国民主権主義の政治こそ人類普遍の原理 (universal principle of



















































受ける権利」を正しく保障する為に,教師の教育権独立 (PadagogiSche Freiheit des Lchrers
)の存否,その本質が検討されなければならない。
細川




















































































































細川  哲 :社会科教育と教育権独立論 (I)
(三)教 育 権 の 帰 属












































このように教育権は種々雑多に使用せられ, 今村武敏氏も(※9',「以上みてきた よ うに『教育
権』ということば自体が,まだじゅうぶん熟したことばではない。権利なのか権限なのかさえ固ま







































教育権については「教育権 (Erziehungsrecht)には二つの意味がある。その一 つ は,教育を
受ける被教育者の権利または教育の請求権 (Recht oder Anspruch auf Erziehung)である。
その権利の主体は教育を必要とする者 (教えられる子ども)である。その二は教育をなす権利,ま
たは権能 (Recht oder Befugnis zur Erziehung)である。この主体は教育者である。我々が普
通に教育権という場合には第二のものを指している。」(※。)としながら,「……教育というのは,
立法権,司法権というごとく教育的機能の全体をいうものである。それは両親が個人として子女に


































































































































































鳥取大¥教育学部研究報告 鞍育科学 第16巻 第1号
説,および田義務の相手方を直接に問わない説,または対立的に子の権利が確立されるほどはっき
りした義務ではないとする説α“)などになる。



























































































































室にもち込んだパチンコの玉を取り上げて,その所有権を奪うことなど,もって の外 の ことであ
り,まさに不法行為に該当するのである。私法関係においては不法行為と目される行為を,校長・
教員は,公法関係の優越的立場において実定法上の法的根拠もなしに, 日々行なって い るの であ
る」「校長は……職務命令を発し,二人以上私談することを禁じ,小用に立つにも校長の承認を得
ることとせしめた」としても「『非常の際』には形式的な違法性を阻却されることもあろう」「校



























殊の権力関係の存在することを認め∞2)たが,「特別権力関係 (das beSOndere Gewaltverh‐
逢翻 斡 麟甥 1藪彊尋軍 黍蠣 為taatsreCh tt Deutschen Reiぬ
m恥
鳥取大学教育学部研究報告 教育科学 第1る巻 第 1号
占ltnis)」とぃう表現を,はじめて意識的に全行政法体系の中で「一般権力関係 (das allgemeine
Gewaltverhaltnis)」と対比しつつ使用したのは, オットー ・ マイヤーであった。マイヤーは,
特別権力関係の典型を官吏関係に見出しつつ,単にそれにとどまらず,その他の諸法域にまでこの



















































































































細川  哲 :社会科教育と教育権独立論 (Iう
これに服従する義務はない僚31)」とされる。
いずれにしても教育行政に無批判に特別権力関係論を導入することは,妥当ではない。教育も教
育行政の一面であるとし,「教師は教育行政の客体として,任命権者の指揮監督の下に教育してい       9
ればいい。もしそれに不服ならば,教師になる際に,教師になることに同意しなければよい」とい
う考えもあるが,教育と教育行政とは異った性格をもつものであり,教育の場は権力的な支配と服
従に親まないものである。教育は可能な限り自主的, 自律的, 自由な雰囲気の中で,よくその真価       u
を発揮するものである。  ,
かくして,教育行政における特別権力関係論を理論的根拠として,国家の教育権を肯定すること
は出来ないが,国家の教育権の問題は,特に「教師の教育権の独立」 (Pidegogische Freiheit    i
des Lehrers)を考察する上で重要な論点であると考えるので,次報で稿を改めて,公教育論,主
権論等の立場から更に検討を加えることにする。
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